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ヘレン・ゲイル　 ビル＆メリンダ・ゲイツ財団HIV・ 
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ナフィス・サディク 国連アジア太平洋HIVエイズ特使、 
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上原　鳴夫 東北大学大学院医学系研究科教授

14：00～15：30 第2セッション：感染症がもたらす人間の安全保障への脅威に対する先進的な
対策の事例
＜パネリスト＞
マリナ・マハティール マレーシア・エイズ評議会会長

トレバー・ニールソン HIVエイズ世界経済人会議（GBC） 
専務理事

モリー・シールズ・ウーリン 国際エイズワクチン推進構想（IAVI）リソース開発担当副理
事長

15：45～17：45 第3セッション：感染症がもたらす人間の安全保障への脅威に対する地域的お
よびグローバルな取り組み
＜パネリスト＞
クリストフ・ベン 世界エイズ・結核・マラリア対策基金 

渉外ディレクター

尾身　茂 世界保健機関（WHO）西太平洋地域事務局長

エレン・ロサール・ブラビエ AIDES事務局長、世界エイズ・結核・マラリア対策基金
NGO代表理事

18：00～ 逢沢一郎外務副大臣主催レセプション



4

はじめに

アジアは、HIV/エイズをはじめとする感染症との新たな闘いの場となりつつある。いくつかの国

ではHIV/エイズの流行は急激な拡大を見せており、経済発展、人材開発、政治的結束、ひいては

国家の安全保障面に深刻な影響をもたらすことが懸念されている。感染症の脅威は、地域間交流

や地球的規模での相互依存の深まりにより増幅している。今日、アジアがいかに感染症に取り組む

かは、今後、世界が感染症との闘いに勝利するか否かを決定づけるといってよい。

アジアにおける感染症への取り組みを先導することを目的に、アジア・ソサエティと（財）日本国

際交流センター（JCIE）は、2004年3月22日に東京に於いて国際会議「アジアにおける『人間の安

全保障』と感染症～エイズなどの感染症の脅威に対する効果的な対策を求めて～」を開催した。各

界の代表者約120人の参加を得て、アジアをはじめとした世界各国の政府、団体、専門家がいかに

協力して共同戦略を作成し、共通課題に向かって共に政策を実施していけるかが議論された。本

報告書は、会議で取り上げれられた主要テーマ、及びパネリストと参加者との白熱した議論を要約

したものである。

冒頭に森喜朗前首相の感動的な思い出にまつわるエピソードが披露された。続いて、世界エイズ・

結核・マラリア対策基金理事会議長であり、米国連邦政府保健福祉長官のトミ－・G・トンプソン

氏による基調講演がなされ、行動を起こすよう参加者への呼びかけがなされた。その後、9人のパネ

リストにより素晴らしい講演が行われた。また、レセプションを主催して頂いた逢沢一郎外務副大

臣に改めて感謝の意を表したい。

本会議は、アジア・ソサエティ前理事長のニコラス・プラット氏の主導の下、実現したものである。

本会議を実現させ、共同司会も務めたプラット氏の多大なる貢献に深い感謝を表する。またアジア・

ソサエティとJCIEの橋渡しをしてくれたAIGカンパニーズ前日本・韓国地域会長のロナルド・J・アン

ダーソン氏の協力にも心からお礼を申し上げたい。

本会議を成功へと導くためにたゆまぬ努力を捧げてくれたスタッフにも改めて謝意を表したい。ア

ジア・ソサエティ政治・ビジネスプログラム担当/副理事長のロバート・W・ラドキは本会議の陰の立

て役者である。同団体のエリザベス・H・ウィリアムスとシャーマ・ヴェンカテスワーは本会議の企画
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・構成を担当した。JCIEスタッフの勝又英子、伊藤聡子、鈴木智子、光前朋音は各界を代表する参

加者を集めることに奔走し、見事に本会議を運営してくれた。本報告書を執筆したジェームス・ギャ

ノンと、印刷までの数々の手直しの労を厭わず働いてくれたエリザベス・H・ウィリアムスにも感謝し

たい。

最後に、本会議に助成をしてくれたビル＆メリンダ・ゲイツ財団への感謝をここに記す。同じく多大

なるご支援をいただいた外務省に対しても深く感謝申し上げたい。彼らの支援無くしてこのような意

義深い会議は実現できなかった。

アジア・ソサエティとJCIEは、HIV/エイズ等の感染症に総合的かつ効果的な対応が促進され

るよう今後も努力していく所存である。アジア・ソサエティは、画期的なプログラムである“AIDS in 

Asia Initiative”を通して、JCIEは、人間の安全保障の分野におけるプログラムと世界基金支援日

本委員会の運営を通して貢献していく予定である。本会議が、感染症に対する認識を深め、共通の

課題への総合的な対応を進めていくための第一歩を踏み出す場となったのであれば幸いである。

アジア・ソサエティ （財）日本国際交流センター

理事長　ヴィシャカ・N・デサイ 理事長　山本　正
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会議要旨

アジア・ソサエティと（財）日本国際交流センターは、HIV/エイズをはじめとする感染症をめぐる

アジアでの地域対話や、政治的な協力関係、共通対策の構築を促進するため、2004年3月22日に

国際会議を開催した。本会議には、日本だけでなくアジア太平洋地域の政府、市民団体、経済界、

労働組合、医学界、メディアからの代表者約120人が一堂に会した。森喜朗元首相の歓迎の辞に

続き、世界エイズ・結核・マラリア対策基金理事会議長を務めるトミ-・トンプソン米国連邦政府保

健福祉長官が基調講演を行った。

本会議は、HIV/エイズをはじめとする感染症が、21世紀のアジアにおける人間の安全保障にと

って最も深刻な課題の一つであるとの認識の高まりを受けて、開催された。アジア諸国の一部では

HIV感染が急激に拡大している。また、2010年にはアフリカを上回り、世界最大のHIV感染者を有

する地域になるとの見通しもある。HIV/エイズがアジアにもたらす苦難や損失、またそれらによって

引き起こされるであろう経済的、社会的、政治的損害の潜在的規模は膨大なものと予想される。

米国国家情報会議（NIC）の2002年報告書では、エイズの深刻さに注目し、中国やインドが、ロ

シアやエチオピア、ナイジェリアとともに「次なる感染拡大国」であると指摘している。感染者数は、

今後10年で、中国とインドの二国間だけでも、現在の世界全体の感染者数に匹敵する3、4千万人

に達するとされている。

地域社会や国際関係のより密接な広がりにより、アジアでのHIV感染拡大は、HIV/エイズを

貧困諸国だけの苦難と見なし、自国には無縁の問題と考えていた国々にとっても、経済、政治、安

全保障面で重大な影響をもたらしている。例えば、HIV感染率が低く、HIV/エイズに対する社会

的関心の低い日本も、中国での感染拡大に歯止めがかからなければ大きな打撃を被りかねない。

3,000近い日本企業の現地工場は地元の労働者を雇用しており、対中貿易は急速に拡大している

からである。HIVの感染拡大により、中国や他のアジア諸国の国情が揺らげば、日本も窮地に立た

されるのである。

HIV/エイズに加えて、結核やマラリア等その他の感染症もアジア地域における安全保障問題に

大きな課題をもたらしている。これらの感染症の脆弱性および効果的な対処手段には共通点があ
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る。その一例として、世界保健機関（WHO）は、HIV感染者の3分の1がエイズ患者の最大の死因

である結核を発症するおそれがある、と予測している。

エイズにおけるアフリカ、アジア、またその他の地域での経験は、感染症を単なる「保健問題」と

してみなすことが不可能であることを実証している。感染症は極度の貧困、男女不平等、保健医療

制度の未整備、低い教育水準、人権侵害など、ありとあらゆる問題と密接に関連しているため、人

間の安全保障上の問題として捉える必要がある。感染症がさらにこれらの問題を深刻化させ、これ

らの問題が感染拡大を助長しているのである。

人間の安全保障における他の全ての課題と同様に、HIV/エイズの流行拡大には、感染拡大の

危険性が高い諸国や、日本など地域のリーダー的存在の国、そして世界中のあらゆる国々のより積

極的な関与による総合的な対応が求められている。HIV/エイズの効果的な対応において求められ

ていることの一つは、予防と治療を広く実施するために必要な資金および人的資源を確保するため

の、より強力な地域、国際レベルでの協力である。同時に、HIV/エイズに全面的に立ち向かうため

には、アジア太平洋地域のあらゆるセクターからの参加が必要である。

本会議では、さらに多くの資金投入と関与を前提条件に、アジアにおいて真に効果的なHIV/エ

イズ等の感染症対策を打ち出すために必要ないくつかの重要点が指摘された。

1. 政治的リーダーシップ

HIV/エイズやその他の感染症の拡大に取り組み、その取り組みを持続させ、資金を投入
するには、確固たる政治的リーダーシップが不可欠である。

2. 多様なセクター間の協力

アジア全域、感染拡大の深刻な国、また深刻ではない国でも、政府、企業、シビル・ソサエ
ティ、マスコミを含むあらゆるセクターの全面的関与が必要である。

3. コミュニティ・レベルでの取り組み

効果的な事業を考案し、成功裡に実施するためには、感染者・患者や感染のリスクが高
いとされる人々からの意見および全面的な関与が重要である。

4. 総合的かつ多面的アプローチ

一面的な対策では不十分である。効果的な対策を取るには、感染予防から始まり、治療、
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社会的、経済的条件の改善といった総合的かつ多面的なアプローチが必要である。

5. ジェンダーへの配慮

女性は特にHIV感染の危険にさらされやすく、地域で感染が拡大した場合には過度の犠
牲を強いられる立場にある。感染症対策においては、女性に対して特別な配慮がなされ
るべきである。

6. 個人、コミュニティをエンパワーする

感染リスクの高い人々や社会的に立場が弱い人々がエンパワーされれば、彼らの感染リ
スクは軽減され、感染による影響にも責任を持って対処できるようになる。

7. 全てのレベルにおける教育水準の向上

教育は、HIV/エイズとの闘いにおける新たな取り組みを支援するものである。予防キャン
ペーンにおいて教育は重要な役割を担っている。長期的には、教育はHIV感染のリスクを
高める貧困の撲滅につながる。

8. より活発な研究活動と優れたデータ収集

アジアのさまざまな地域において、感染症がもたらす社会・経済的影響、新らしい治療方
法やワクチン開発等、感染症の疫学研究における多分野にわたる研究が必要である。

9. 協力、協調関係の強化

政府、国際機関、資金提供者、NGO等関係者間での事業実施におけるより密接な協調、
情報交換が重要である。

2004年3月に開催された本会議は、アジアにおいてHIV/エイズをはじめとする感染症がもたら

す人間の安全保障上の脅威について、あらゆる分野の有識者が会し、議論を展開した日本では初

めての大規模な会議であった。本会議は日本、アジア諸国が感染症に対する認識を高める重要な

第一歩となった。共催団体であるアジア・ソサエティと（財）日本国際交流センター（JCIE）は、引

き続き感染症に対する全面的かつ効果的な対策を探る努力を続けていく。特にアジア・ソサエティ

は、“AIDS in Asia Initiative”プログラムを通して、アジアにおけるHIV/エイズへの全面的な対応

への支援、意識喚起をアメリカの政策立案者、支援者、関係者の間に促進していく。
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本会議では、今後展開が期待される動きの一つとして世界基金支援日本委員会の発足が発表

された。本委員会は、日本社会のあらゆるセクターが世界エイズ・結核・マラリア対策基金の活動

や、HIV/エイズをはじめとする感染症の共通課題への対応により活発に参加、支援していくよう促

していくことを目的とした民間グループである。JCIEが事務局を務め、本会議の参加団体、参加者

の協力を得て多岐にわたるネットワークを構築し、世界的な課題である感染症対策への日本の対

応を強化していく。

近年、感染症、特にエイズの流行拡大への対応には相当の進歩が見られる。しかし、アジアも他

の地域同様、感染が大規模な拡大に至る前に徹底した予防手段を講じることができる可能性は少

ない。徹底した予防政策は、アジアや世界中で死の危険にある何百万人の命を救うリソースを生み

出すことになる。迅速な対応が求められている。本会議「アジアにおける『人間の安全保障』と感染

症」は、HIV/エイズとの重大な闘いへの第一歩となった。しかしまだ初めの一歩でしかないのであ

る。
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会議概要

いかにアジアにおけるエイズをはじめとする感染症の蔓延に対し効果的に対応し得るか協議する

中で、いくつかのテーマが浮上した。以下に記すそのテーマは、人間の安全保障上の課題をも視野

に入れた広範囲な感染症対策を考える上で重要な視点となるものと考える。

１．政治的リーダーシップ

アジアにおけるHIV/エイズとの闘いにおいては、問題が深刻であるとの認識を高め、大規模な

人的資源と資金の投入、そして広く予防や治療の充実を図る必要があり、そのためには広範囲な社

会的関与が求められている。また、これらの実行にあたっては、強力な政治的リーダーシップが国

内的にも国際的にも不可欠である。

参加者とパネリストは共に、一般市民がHIV/エイズの脅威を認識し、感染が拡大する前に予防

の必要性を理解する上で、地方および政府の政治指導者がいかに大切な役割を果たし得るかを強

調した。特に感染拡大が予想される国では、効果的な予防手段が慣習や伝統的価値観と相反する

場合があるため、感染が拡大する前に、知識の取得と予防の必要性への理解が重要となる。HIV/

エイズのような人間の安全保障上の問題との闘いにおいては、感染拡大が懸念される地域の人々

自身が積極的に関与することが求められている。その地域の人々に対して教育を行い、積極的関与

を促すためには、政治的リーダーシップが重要である。

また、高額となる各種の予防、教育、治療プログラムを開始し、持続させるためには、政治家から

の支持が不可欠である。参加者からは、政治家がこれらの必要性を理解していなければ効果的な

対策も実を結ばないとの意見が出された。しかし同時に、1990年代のタイとカンボジアでの感染率

の低下において、目に見える強い政治的関与が果たした重要な役割について言及しつつ、いかに政

治指導者の積極的な協力が成功を導き出すかが話された。

HIV/エイズのもたらす課題の共通性と、その課題に対処するために必要となる膨大な資源を考え

ると、地域や国際レベルでHIV/エイズに対応するためには、感染率の低い国々の政治指導者から
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の強力な関与も重要である。特に、現在また将来の資金提供国、中でも日本、米国、欧州諸国の政

治指導者の関与が重要といえる。

政治的リーダーシップはHIV/エイズ対策の全ての側面に影響を与えることから、参加者は、政

治指導者、特に国会議員にHIV/エイズ等の感染症が人間の安全保障にもたらす影響について学

んでもらうべきであると強調した。感染率の高い国や地域内の政治家、また特に国際的あるいは地

域のリーダーと目される国の政治家に対する教育が重要であるとされた。

２．多様なセクター間の協力

HIV/エイズの脅威に効果的に対応するためには、国内および国際レベルにおける社会のあらゆ

るセクターの積極的な参画が求められる。政府、市民団体、企業、メディア、宗教指導者、労働組

合など全てが貴重な貢献をなし得る。

政府

感染拡大が深刻な国では、特に中央および地方政府のトップ・リーダーたちの関与がHIV/エイズ

への多面的な対応において重要である。厚生省だけでの対応は不可能であり、あらゆる省庁が協

力しあうことが必要である。一例として、予防対策において軍隊を巻き込むことがいかに重要であ

るかが議論された。特にアジアのように、世界の平和維持部隊に多くの人を送りだしている地域で

は、特に駐留部隊の感染リスクが高く、また感染経路となり得る。

また、HIV/エイズに対して効果的な対策を行うには膨大な費用がかかるため、先進国政府の関

与、また自治体や国際組織の活発な参加が不可欠である。

シビル・ソサエティ

いかに政府の関与が不可欠であろうと、それだけでは不十分である。市民団体は政府では不可

能な多くのことをなし得る。例えばNGOの場合、政策提言や予防啓発キャンペーン、市民や政策決

定者への意識喚起においての陣頭指揮をとることができる。また、感染者のニーズに応じた支援を

提供するための速やか、かつ臨機応変なプログラムの提供、政府が対応していない、または対応で

きていない、感染リスクの高い人々への対応など、重要な役割を果たしている。
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先進国NGOの参加は重要である。先進国NGOは、貴重な知識や経験とともに、最も支援を必

要としている地域に対して資源を提供することができる。また、将来の資金提供国における政策立

案のプロセスにおいて、感染拡大が深刻な国や地域にとって力強い支持者としての役割を果たして

いる。日本では、NGOは国内外のHIV/エイズとの闘いに積極的に取り組んできてはいるが、より

多くの資金援助と活動しやすい環境が整えば、さらに効果的な活動を展開できるだろう。

シビル・ソサエティの参加の必要性は、典型的なNGOの関与に留まらない。参加者の中には、宗

教指導者や宗教組織の協力が広範囲な社会的支持を得る上で非常に効果的であると述べる者も

いた。宗教指導者や文化的指導者の関与は、特に伝統を重んじる社会では大切である。さもなけ

れば、彼らは最も効果的な予防啓発、教育に強く反対したり、偏見を助長し、最も感染のリスクが

高い人々への支援をより困難にしてしまう。

企業

経済界の参加はHIV/エイズ対策には不可欠な要素であり、また企業側にとっても深く関わること

こそが得策である。HIV/エイズは、人件費の増加、勤労意欲や生産性の低下、市場基盤の衰退を

引き起こし、企業の利益を脅かす。近年の経済統合の傾向に鑑みても、HIV/エイズは、もはや感染

が拡大し、その脅威にさらされている国の企業のみの問題ではなく、次の感染大国とされ、直接的

損害をこうむる中国やインド等の国と取引きのある企業の問題でもある。

企業は、HIV/エイズとの闘いにおける資金提供において、重要な役割を果たすが、その貢献は資

金面に留まる必要はない。政府関係者に感染症対策に取り組むよう説得する上で、経済界のリーダ

ーは非常に大きな影響力を持つ。また、資金の動員を促す上で重要な役割を果たし得るし、彼らの

立場を活用し、感染症に対する偏見や差別を和らげることも可能だ。さらに、他のどのセクターより、

企業は従業員とその家族を巻き込んで効果的な予防、支援プログラムを実施できる立場にある。

メディア

非公式な教育におけるメディアの役割は大きく、HIV/エイズとの闘いにおいてより活用されるべ

きである。日本やその他のアジア諸国では、意識喚起のためにも、HIV/エイズがメディアによってよ

り多く取り上げられべきだと指摘された。メディアでの報道を増やすためには、日本のジャーナリス

トへの教育と研修の機会を増やすことが望ましいとの提案がなされた。
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３．コミュニティ・レベルでの取り組み

感染症との闘いにおいて国家レベル、国際レベルにおける指導者の積極的な関与は重要ではあ

るが、地域レベルでの活発な参加なくしては対策の効果は発揮できない。それぞれの地域で真に

求められているニーズの把握は、地域レベルでしかできないことである。地域での取り組みに対す

る十分な理解なくして開発され、実施されるトップ・ダウン方式の事業は、支援を最も必要としてい

る人々のニーズに応えることができない、との指摘がなされた。

効果的な予防、治療、ケア・プログラムを実施するにも、地域社会からの活発かつ広い参加が必

要である。個人や地域社会がそれぞれ尊重され、自らを守るためのプログラムに全面的に参加する

必要がある。広範な地元指導者からの支持を得てこそプログラムを成功に導くことができる。

しかし、地域レベルの政府関係者だけの参加が求められているわけではない。男性同性愛者、セ

ックス・ワーカー、移民、薬物常用者など高感染リスクを負いつつも弱い立場にある人々の参加を促

し、エンパワーすべきである、との意見に参加者から賛同が示された。彼らが参加することにより、

より良い予防、対応がなされるであろう。特にエイズ患者がコミュニティレベルでのプログラムに大

きく貢献できる点が会議では強調された。

４．総合的かつ多面的アプローチ

HIV/エイズや他の感染症の脅威に立ち向かうのに、最善のアプローチは一つとは限らない。感

染予防、感染後の治療、また感染拡大を助長するさまざまな要因の改善などにおいては、多面的な

アプローチが必要である。予防と治療へのアクセスのバランスを取ることは難しいが、どちらも重要

で、かつ相乗効果がある。一例として、治療へのアクセスの向上は、感染に対する偏見を緩和し、自

主的にHIV抗体検査を受診する人 を々も増やし、さらにはより効果的な予防プログラムの実施を可

能にする。

エイズ患者や感染の恐れがある人々にはより多くの治療や予防の選択肢が必要である。そのた

めにはさまざまな治療方法の研究を行うことが重要である。同時に、将来のエイズ根絶のために

も、ワクチン開発への十分な投資が不可欠である。

感染症の拡大は、あらゆる社会的、経済的問題と本質的に関連している。そのため効果的かつ
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持続可能な解決策を生み出すためには、それらの問題にも同時に対応していかなければはない。

貧困はHIVの原因であり結果であるとの指摘がなされた。貧困は、人々からHIVについての知識

を得る機会を奪い、自分が感染しているかもわからないままコンドームの使用などの基本的予防を

怠り、薬物依存を助長する絶望感からの逃避行動や女性を売春行為へと追い立て、多くが治療、

ケアとは無縁の生活を送ることになる。また、公共の保健医療制度の脆弱性も感染拡大に拍車を

かける。アジア諸国においては、基本的な保健医療体制および医療設備の向上や、より多くの人々

へのHIV抗体検査の実施、精度の高い感染動向調査など多くの点で課題がある。

５．ジェンダーへの配慮

HIV/エイズへの対応においては、ジェンダーへの特別な配慮が必要である。女性は、肉体的な

面においても、社会・経済的理由からも脆弱な立場にある。社会の不平等の前に、往々にして女性

は予防や治療へのアクセスを阻まれている。また、貧しく伝統を重んじる社会では、女性に対する

保健医療は男性より軽視される傾向にある。彼女達は性的関係を強要されたり、性的暴力、人身

売買の一番の犠牲者でもある。これらの諸問題は、総合的なHIV/エイズ対策の中で適切な対処

がなされるべきである。また、感染者、患者の看病の重荷は、ほとんどが女性の肩にかかるのが一

般的である。アジアでは、家族の中で誰かが病気になれば、いつも女性が看病にまわり、経済状況

が悪化すればまず最初に教育の機会を奪われるのは女児である。

同時に、女性はアジアでのHIV/エイズとの闘いにおいて重要な役割を果たし得るが、十分に活

用されていない資源でもある。女性の社会的役割や潜在能力を有効に活用すれば、長期にわたる

効果的かつ持続可能な対策が実現できるだろう。それゆえに女性の教育機会を増やし、経済的自

立を促し、法の下で女性への保護や平等な対応を保証することがより重要である。

６．個人、コミュニティをエンパワーする

個人やコミュニティの活性化も、HIV/エイズをはじめとする感染症対策には不可欠な要素であ

る。女性に教育の機会を提供し、経済的自立を促し、より安全な性行動をとるようエンパワーするこ
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とは、HIV感染のリスクを軽減することになる。感染リスクが高く、社会的弱者である移民や難民、

男性同性愛者、薬物常用者、セックス・ワーカー、服役中の囚人、貧困層の人々なども自ら感染を防

ぐためにエンパワーされる必要がある。彼らの法的権限や教育を受ける権利を強化すれば、感染リ

スクは軽減され、感染による影響にも責任をもって対応できるようになる。ひいては、一般の人々の

間での感染のさらなる拡大の機先を制することになる。

７．全てのレベルにおける教育水準の向上

HIV感染の拡大を効果的に押さえる一つの鍵は、社会の全てのレベルでの教育の向上であると

の意見に賛同が寄せられた。アジアの多くの国では、HIV/エイズやHIV感染のリスクが高い社会的

弱者への偏見が、効果的かつ広範囲にわたる抗体検査の実施や予防、治療の妨げになっている。

教育こそが偏見を取り除き、効果的な予防の実施への道を切り開くことができる。新規感染者の

約半数が24歳以下の若者という現状は、いかに青少年を対象とした教育、特に学校での教育が急

務であるかを如実に物語っている。より広い意味では、学校教育は、子供達を貧困から抜け出す手

段を与え、さらにHIV/エイズや他の感染症の感染リスクを軽減することになる。

学校外での教育もまた、女性や感染リスクの高い人々、学校教育を受けていない青少年、また感

染リスクの高い人々への影響力を有する親や祖父母などの家長に対して大変重要だ。宗教指導者

やコミュニティのリーダーを対象とした教育は、HIV/エイズ対策への彼らの理解と支持を得るだけ

ではなく、草の根での支持層を築き、ひいては、政治家たちが予防に対する大きな一歩を踏み出す

ことを後押しするものとなり得る。一方で、感染リスクの高い国では、国会議員やその他の政治家達

への教育は、大きな実を結ぶ可能性がある。同様に将来の資金提供国における政治指導者への

教育や政策提言、一般市民を対象としたメディア・キャンペーンも重要である。

８．より活発な研究活動と優れたデータ収集

アジアにおけるHIV/エイズや他の感染症の疫学研究、それらの感染症があらゆるコミュニティに

もたらす影響、そして脆弱性を生み出している多くの相互に関連した要件について、より活発な研究
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活動と優れたデータ収集が求められている。

地域における効果的な対応策には、多分野にまたがる研究が重要であり、医学や公衆衛生分

野外の専門家、研究者の参加をも促すべきである。また、今だ不十分な保健医療関連投資に要

する膨大な経済的、人的資源に注目し、HIV/エイズとの闘いへの意識喚起と資金動員を促した

WHOの「マクロ経済と保健委員会」の貢献について言及する参加者もいた。また、HIV/エイズがミ

クロ経済に及ぼす影響についての研究も、より具体的に企業の参加を促すのに有益であるとの提

案もなされた。感染率の高いアジア諸国の企業、また日本、アメリカその他の地域でビジネスを展

開する企業、どちらの動員を促進する上でも有益であるとされた。

さらに、国際資源をより有効に活用するためには、感染者、患者の本来のニーズをより深く分析

し、彼らの置かれている地域でのさまざまな機能がどのように働いているか理解することが肝要

だ。このためには、多様性のある地域においては地域や国によって得られる情報は異なるであろう

ことも踏まえつつ、知識管理の向上とさらなる研究が必要である。

HIV/エイズへの長期的な対応においては、新らしい治療法やワクチン開発のための継続的な研

究も大きな鍵となる。世界トップレベルの科学者や企業がこの研究開発の取り組みに協力し、新た

なイニシアティブと協力を提供することが大切である。

９．協力、協調関係の強化

アジアにおいて、HIV/エイズ等の感染症への対応の効果を最大限に発揮するためには、さまざ

まな関係者間の協力、協調が必要である。これは、セクターを越えて協力する習慣が少ないアジア

地域にとっては大いなる挑戦である。予防から治療を含むプログラムの計画から実施までの各段

階での協力が必要であり、今すでにある資源を少し有効に活用するだけでも相当の進歩が期待で

きるであろう。

より良い協力関係は、プログラム、支援の提供においてだけでなく、資金提供国と外部機関との

間にも必要である。例えばドナーは、規則やモニタリング、報告方法を統一化し、資金受入側に不必

要な負担や混乱を招かない努力も大切である。特に日本の場合は、今まで関係省庁や実施団体の

間で個別に、相互関係なしに実施されてきた国内と国外政策を協調させる必要性が指摘された。
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近年アジアを襲ったSARS（重症急性呼吸器症候群）や鳥インフルエンザの事例は、迅速かつ

広範囲に情報を共有するためには政府の強い関与が必要であることを実証した。協力体勢の強化

は、感染動向調査の向上、アジアにおける感染拡大に対する国際社会の対応の改善につながる。

政府だけでなく、非政府組織間の国際的なネットワークの強化が、よりスムーズで確かな情報交換

を可能にするということが、強調された。
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歓迎の辞

前内閣総理大臣
森　喜朗

日本には、昔から「人は石垣、人は城」という言葉がある。これは、国づくりの基礎は国民一人一

人にあるということを意味している。言い換えれば、教育と保健、これこそが人間一人一人にとり、人

生を生き抜く二本の柱なのである。

緒方貞子・前国連難民高等弁務官は、ケンブリッジ大学のアマルティア・セン教授および五大陸

の賢人の方 と々ともに、今のようにグローバル化が急激に進んでいる世界にあるべき新しい安全保

障の考え方を提唱した。それは、紛争から疾病に至る多くの危機に対して、各個人が人間としての

尊厳を失わずに生き抜くためには自らも力をつけるべきこと、またそのためにも例えばコミュニティ作

り、いわば村おこしをしっかりとすること、などからなる考えである。この「人間の安全保障」の考え

方においても、保健をしっかりとすることが重要な要素として提唱されている。

日本は、今日では世界一の長寿国となったが、ここに至るまでにはさまざまな経験をした。また、

海外にあっては途上国の保健改善にも協力し、例えば太平洋地域におけるポリオの撲滅は誇りにし

て良い成功例である。

以上を背景として、私は2000年のG8九州・沖縄サミットにおいて、「沖縄感染症イニシアティ

ブ」を提唱し、日本として世界の感染症撲滅のためにさらに行動すること、そのために向う5年間で

30億ドルを保健分野での途上国支援として実行することを約束した。さらに2000年には国連ミレ

ニアム・サミットにおいて、国際社会に向けて人間の安全保障委員会の発足を提唱し、2001年に

は、日本政府代表として、国連のエイズサミットにも出席した。このような流れの中で、日米が牽引

力となって、2002年、世界の三大キラーであるエイズ、結核、マラリアと闘うための世界基金が作ら

れた。

こうして生まれた「世界基金」に対して、日本は2億6,500万ドルの拠出を約束し、既にその大半

を拠出済みである。世界基金の活動が次第に本格化してきたというのは喜びに耐えないことであ
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る。先ほど、会合の前に、トンプソン長官とお話したが、日本も引き続き世界基金に協力するように

長官からご下命を受けた。私もこのことに共鳴しており、小泉総理にも間違いなくお伝えするとお答

えした。しかし、感染症との闘いは長い道のりである。また、感染症もますます手強くなっているこ

とも事実である。マラリアと結核の拡がりは多剤耐性菌の拡がりによるものである。エイズは、アジ

アでは大した問題ではないという方もあるようだが、実は、国連合同エイズ計画報告の最新版によ

れば、インドや中国あるいはインドネシアという、人口の多いアジアの国において、今なら間に合うけ

れども手をこまねいていては爆発が起こる可能性もあるとされている。今、日本では鳥インフルエン

ザと狂牛病の問題が大変大きな社会問題になっている。この動物の病原菌も、人が移すのではな

く、世界を自由に飛び回る鳥によって運ばれているということも事実であり、こうしたことは一地域、

一エリアに限定するものでは決してないということを意味している。

このように考えると、今日ここで、特に4つの点を強調したい。

第一は、「予防」の重要性である。これは、特にエイズのようにまだ根治方法が確立していない病

や、薬が効かなくなっている病気との闘いにおいて一層重要である。青少年への徹底した予防教育

やエイズの母子感染防止は特に大切である。

第二は、病気にかかった人をしっかりと治療することである。これ以上多剤耐性菌を増やさない

ためにもこれは重要である。昨年、世界保健機関（WHO）において医薬品の知的所有権について

合意が成立し、一定の条件のもとで廉価な治療薬の道が開かれたことは歓迎したい。

第三は、病気にかかった人、あるいはその家族のケアをすることである。サブサハラ・アフリカだけ

で1,100万人いるとも言われるエイズ孤児のことを思うと胸が締め付けられる思いである。いろいろ

な方面で手を打たねばならないが、とり急ぎ、学校給食の普及を強調したい。今朝ほど、トンプソン

長官に申し上げたように、私が小学校2年生の時に日本は終戦を迎えた。当時子供達の間では、ま

た先生でさえ、我 も々アメリカ軍に殺されるか捕虜にされると言っていた。しかし、アメリカ軍が日

本に入ってきて、一番先にやってくれたことは、日本の飢えた子供達にミルクや牛肉の缶詰を配給

することだった。それは、我々日本の子供達にとっては、衝撃的なことであった。日本を敗ったアメリ

カ人が我々に食料をくれることは夢にも考えられなかったことである。この精神は世界中みんなが

共有するものである。アフリカの子供達を救うことは、健康に健全に生きている国々の政治家、多く

の人々の責任である。学校に行けば、とにかく食事ができるし、かつ教育も続けられる、これが各地
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で実現すれば、小さなことのようだが孤児の人生設計上大きな効果を生むものである。

第四は、以上に関連する途上国での人材育成、さらには、世界中でいろいろなプレーヤーが力を

合わせることが極めて重要である。

イラクで殉職された奥克彦大使は、私の大学のラグビー仲間でありました。彼が、イラクから外

務省に71通のメールを出したことはすでに誰もがよく知っていることである。しかし彼が自分の後輩

のラガー達にもメールを出していたということは案外知られていない。奥大使はその学生達に「僕は

今、ものすごくリスクの多いことをやっている。ひょっとするともう日本に帰れなくなるかもしれない。

でもあのイラクの澄みきった子供達の目を見ていると、なんとかしてこの子ども達に幸せな生活を

与えてやりたい。そのために自分は捨て石になるつもりなんだ。ラグビーの精神は、one for all, all 

for oneであります。このラグビーの基本精神を国際社会で生かしていけば、実に多くのことを実現

できるはずだ」などと、メールを打ち続けていたそうである。

私は、日本の総理として初めてアフリカを訪れた。緒方貞子前高等弁務官のご案内でケニアのカ

クマのキャンプ地を訪れた。何万の子供達がテントの中で生活をしていた。もう命を失われた子供

をしっかり抱き続けている母親。そして、医師によれば、その子の命はあと数時間だというのに、母

親が一生懸命にその子の背中をなでている。なんとかしてこの子供達を救ってあげたい。200キロ

も300キロも4人の乳飲み子を抱いて、このキャンプ地に逃れてきた母親。その子供の手足が、顔

が、ほこりと汗でちょうど亀の甲のようになっていた。私、思わずその子供の手を取ってその砂を取

ってあげようとしたが、その母親はすごい目で私をにらみつけて子供を奪い取った。私がその子供

を奪っていくのか思ったのだろう。そんな状況を目の当たりにしながら、キャンプ地の学校を訪ねて

みると、子供達が皆、地べたに座って一生懸命に先生の話を聞いていた。私が入っていくと、すばら

しい歌を聴かせてくれた。そして、一番欲しいものは何かと聞きいたら、鉛筆とノートだと言った。私

は帰国後、全閣僚、全副大臣に、皆で鉛筆とノートをかき集めろと命じ、トラック3台分の鉛筆とノ

ートをカクマに送った。そんなことですべてが解決するとは思わないが、そうしたいという衝動的な

気持ちになった。今、日本の国だけをみれば、経済状況が悪いという不満が多い。しかし子供達は

皆、高級品を買ったり、コンサートに行ったり、歌手の後を追いかけて日本中や世界にまで出かけ

ていく。日本の子供達はそれだけのお金を使っている。そういったお金は、子供達が自分で稼いだ

ものの場合もあるだろうが、多くの場合、親がくれたものだろう。そんなお金の十分の一か二十分の
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一でも良い、世界の子供達を皆で助けてあげようという気持ちになって欲しい。これは我々政治家

が国民の皆様にも呼びかけていかなければならないことであり、今日お集まりの皆様にもこのこと

を世界中に呼びかけていただきたい。皆様がそういう大事な役を担っているのである。

世界基金の特色の一つは、税金のみに頼る伝統的な国際協力の仕組みではなく、多くのプレー

ヤーが力を合わせる「ニュー・パートナーシップ」に立脚していることである。まさに、奥大使の言

う、one for all, all for oneである。この精神を日本国内において具体化し、官民力を合わせて世

界基金を支援していくために多くの民間の方々の参加を得て、「世界基金支援日本委員会」が山本

さんを中心に設立されることになった。私も大いに賛同する。本日ご列席の皆様と力を合わせて世

界の感染症と闘い、一人でも多くの人間が尊厳ある人生をまっとうできるようになれば、望外の幸せ

である。
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開会の辞

米国連邦政府保健福祉長官
世界エイズ・結核・マラリア対策基金理事会議長

トミー・G・トンプソン

昨年12月の初め、私は世界中から集まったさまざまな政治的信念を有する103人を率いてアフリ

カを訪問した。森前総理もアフリカ訪問について触れられていたが、この訪問は私を大きく変えた。

そして他の参加者の方々にも変化をもたらしたはずである。HIV/エイズや結核、マラリアと闘うアフ

リカの人々の力となれるよう、私は毎年アフリカを訪れている。

今日は一つのお話をしたい。私たちがバスに4時間揺られ、ウガンダのカンパラにあるトロロという

小さな部落の人々へ抗レトロウィルス薬を届けに行ったときのことである（薬を配布するためにはス

ズキのオートバイを使ったが、ハーレーダビットソンのオートバイ製造をしているウィスコンシン出身

の私として複雑な気持ちであったが）。約100名の我々一団はいくつものグループに分かれ、茂みの

中にある2家族ずつに薬を届けた。私はローズマリーという女性の家族とサムソンという男性の率い

る家族のところへ行った。

ローズマリーの家族は泥壁の小屋に暮らしており、1994年にご主人をエイズで亡くし、彼女自身

も感染しており、4人の子供がいた。1995年には彼女の兄もエイズで他界しており、彼女は彼の残

した3人の子供たちも養育していた。2001年には彼女自身が危篤状態にあり、生き残る見込みはな

いと言われていた。しかし抗レトロウィルス薬のおかげで元気になり、今では2エーカーの土地で自

給自足の生活をし、自分と兄の子供7人と年老いた母親の面倒を見ている。

私はこのような境遇では、彼女は人生に落胆し、失望しているものと思ったが、彼女はとても楽観

的であった。我々が彼女の家の前庭に座っていると、彼女は、生きる機会、孤児にすることなく7人

の子供達を育てる機会を与えてくれた世界基金、世界基金を支えるアメリカや多くの国々にとても

感謝していると言った。彼女は私達の事業に心から信頼を寄せてくれていた。そしてローズマリーの

様な人々、アフリカにいる1,400万人ものエイズ孤児をはじめ、中国やアジア各地にいる何百万人も

の孤児達への支援の必要性を喚起している我々の活動を評価してくれた。
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本日、私はまたアメリカのブッシュ大統領からも皆様へのメッセージを預かっている。アメリカと日

本は長年にわたる同盟国であり、戦略的パートナーであり、また両国ともそのことを大切に考え、強

い友情で結ばれている。米国と日本は、お互いへの信頼に基づき、同じ民主主義的価値観と強力

な経済的利害関係に根ざしている。

この二国間のみで世界経済の約40％を占めている。経済大国である両国の行動は世界全体に

影響を及ぼす。そのため、世界の出来事にはお互いに大きな責任を担っている。自国の国民のため

のみならず、世界中の何10億という人たちのために、しっかりと舵を取らなければならない。

その責任の一つが世界中を脅かしているエイズとの闘いである。HIV/エイズはとても深刻な危

機をもたらしている。毎年、エイズは300万人以上の命を奪っている。つまり一日平均8,500人ずつ

が亡くなっていることになる。より分かりやすく説明すると、今皆様の前でスピーチをしている間にも

世界中で100人近い人たちが死んでいるのである。すなわち、あと15分の間にこの部屋にいる皆さ

んと同じ数の人々がエイズで亡くなるということである。

HIV/エイズがもたらす危機は悪化する一方である。毎日新たに1,400人が感染している。そして

HIV/エイズはアフリカ全土を揺るがし、森前総理が指摘されたように、子供達の世代全員が孤児

となりつつある。子供達が両親を失うだけではなく、企業は働き手を失い、地域社会は学校の先生

や医者、農民を失い、国家を支えるべき次世代のリーダーが失なっているのである。これは我々が

立ち向かわなければならない戦争なのである。

アメリカはこの戦争に全力を投じている。そして同じく日本政府もここ何年か、この戦争に立ち向

かっていることを、私は嬉しく思っている。しかし、これは政府だけの責任ではない。ここに参加して

いる皆様に理解していただきたいのは、エイズの危機は政府や組織だけでは立ち打ちできない規

模だということである。あまりにも大きなこの危機に立ち向かうためには、各国の政府、国際機関、

非営利団体、民間企業、個人にいたるまで皆で力を合わせる必要がある。

そのためにとても重要なメカニズムが世界エイズ・結核・マラリア対策基金である。私はその理

事会議長を務めさせていただき、大変光栄に思っている。世界基金はブッシュ大統領とコフィ・アナ

ン国連事務総長が約3年前に発足させた。そしてブッシュ大統領が世界基金への最初の拠出金と

なるアメリカからの2億米ドルの拠出を約束した時、私はホワイトハウスにいた。この初めの一歩を

可能にしたのは、当時総理であった森前総理が2000年九州沖縄サミットにて発表した沖縄感染
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症対策イニシアティブが巻き起こした感染症への関心の高まりと政治的誓約である。このイニシア

ティブが、発展途上国、先進8ヶ国、非政府団体と自由市場との連携をもたらした。私は、森前総

理が、2001年6月の国連エイズ特別総会に日本代表団を率いて出席され、世界基金を支持して下さ

った時のことをよく覚えている。その後、小泉総理がワシントンを訪れ、日本政府からの拠出金誓

約を発表された。

つい先日世界基金の第7回理事会を終えたばかりだが、良いお知らせがある。世界基金設立

からわずか31カ月で、我々はすでに多くを成し遂げた。これまでに121ヶ国で21億米ドル以上に

のぼる224件のグラントが承認されている。誓約金は50億米ドルを上回り、日本政府からも2億

6,000米ドルが約束されている。

日本は、世界基金の設立当初から、世界基金理事会の最も熱心かつ強力なメンバーの一人であ

る。世界基金設立における複雑な交渉において、もし日本の熱心な関与がなければ、今日のこれほ

どまでに先駆的で効率的な基金にはなり得なかったと言っても過言ではない。私は日本のリーダー

シップには大変感謝している。この機会をお借りしてお礼を述べたい。特に、世界基金の理事会で

もご一緒している角茂樹氏（外務省大臣官房国際社会協力部参事官）と彼の前任者で、理事会の

設立当初の副議長を務めて下さった森元誠二氏（前外務省大臣官房国際社会協力部参事官）、そ

して世界基金の創始者のお一人で、設立交渉における任務を全うされ、世界基金を正しい方向に導

き、日本政府からの支援への働きかけをして下さった石川薫氏（前外務省大臣官房国際社会協力

部長）にはこの場で謝辞を申し上げる。2003年12月にはさらに1億米ドルにも及ぶ日本からの多大

な支援が発表された。これは、日本政府のリーダーとしての活躍ぶりを十分に示すものである。しか

しながら、まだ闘いは始まったばかりであり、私は皆様により多くの支援をお願いしたい。アフリカ

大陸を訪問した今年、初めて私は一筋の希望と期待を垣間見ることができた。同じく11月に中国を

訪問した際にも少しの希望を持つことができた。皆様からの資金援助は言うまでもないが、同時に

皆様からの友情と助言、サポートと協力を切にお願いする。

では、なぜ日本は世界基金やその他のHIV/エイズと闘う活動を支援しなければならないのか。

日本においてHIV感染者が増加し始めているとはいえ、HIV/エイズは日本ではまだ大きな問題で

はないと聞いている。しかし、HIV/エイズは全世界が直面している問題であり、世界中が力を合わ

せて立ち向かわなければならない危機である。現在我々は他の問題に比べると、HIV/エイズには
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少ない資金しか投入していないかもしれないが、HIV/エイズほど大きな闘いは今日の世界におい

て他に類をみない。

森前総理はアフリカのおびただしい数の孤児についてお話しされた。私も、過去2年間での2回

のアフリカ訪問で、その惨状を目の当たりにしてきた。孤児院にいる赤ん坊はただ生きる機会を求め

ている。彼らは、アメリカや日本、フランスや中国の赤ん坊と何ら変わりはない。ただ、生きることを

望んでいるのである。

私は、世界基金のプログラムのお陰で目覚しい進歩が遂げられているのも目の当たりにした。

2年前は、何の希望も期待もなかった。しかし、アメリカのイニシアティブによる150億米ドルの拠出

金、世界基金が目指すもの、日本の献身的な取り組みがこの現状を大きく変た。そしてようやく、こ

の疾病に苦しむ人たちに希望と生きる機会を与えることができるようになった。日本とアメリカの取

り組みに心から敬意を表す。我々の投資は、目に見える成果になりつつある。先ほど述べたトロロ

村に住むローズマリーさんの例のように。あまりにも長い間絶望の中に置き去りにされてきていた人

々に、希望と期待を与えている。

もう一つご報告したい。日本がアフリカ各地に送り届けている殺虫剤加工を施した蚊帳は、何千

人もの子供達の命を救っている。是非この活動を今後も続けていただき、拡大していって下さるよう

お願いする。実際に子供達がマラリアで死んでいっている村に出向かなければ、たった70セントの

蚊帳が何年にもわたり子供のマラリア感染を防いでいる現状は実感できないだろう。日本はアフリ

カをはじめ、世界各地の国々に殺虫剤加工を施した蚊帳を送っている主要国の一つである。私は日

本の貢献に大変感謝している。

日本においては、エイズの流行が大変危惧されている。2003年の1年間だけでアジア太平洋地

域で100万人以上の人々がHIVに感染したとされている。すなわちこの地域のみで、740万人以上の

感染者がいるといわれている。UNAIDSによれば、日本の近隣諸国であるインドネシア、パプアニ

ューギニア、インド、ベトナム、中国が特に拡大傾向にある。HIV/エイズと経済動向は明らかな関連

がある。このまま何らかの行動を起こさなければ、感染拡大と死亡率の増加は経済成長に悪影響

を及ぼし、地域全体の社会的、政治的不安定を招きかねない。日本はとても大事な役割を担ってい

るのである。

アフリカでは、HIV/エイズにより社会全体が崩壊しつつある。子供が子供の世話をし、親が子供
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に農業などの生活していく術を教えることができず、文化的価値観や歴史的慣習が受け継がれるこ

となく途絶えている。アジアもまた同じような危機に直面している。今すぐ行動を起こし、この闘い

に全力で取り組まなければ、将来アジアにおいて同じことが起こり得るだろう。

私は今、特に日本の最も有力な貿易国である中国の現状に危機感を持っている。専門家の見積も

りによれば、現在100万人以上の中国人がHIVに感染していると推測されている。中国全土の人口

からみればわずかかもしれない。しかし、中国のHIV感染率は年間20～30%の勢いで増え続けて

いる。保健省が公表している推計では、既に10万人がエイズ孤児になっていると言われているが、

実際にはそれよりずっと多くの孤児がいると思われる。10億人を越える人口を抱える国において、

数パーセントの増加でも何百万人もの男女や子供が病に倒れることを意味する。日本の協力が不

可欠である。

最近のSARS（重症急性呼吸器症候群）や鳥インフルエンザなどの発生は、一つの感染症が保

健分野だけに留まらず、ウィルス蔓延よりもずっと広範囲にわたって深刻な経済危機を引き起こしか

ねないということを実証した。我々は、国境は感染症を止めることはできないということを知ってい

る。今日のような相互に関連し合う世界経済の中で、感染症の拡大は企業を危機に陥れ、地域経

済を破壊しかねない。エイズに立ち向かうことは正当であるというだけではなく、一番現実的で必

要なことなのである。

私は、アフリカでもアジアにおいても、エイズの流行拡大をくい止められると信じている。しかし、

それは皆様の助けなしでは不可能である。HIV/エイズに苦しむアジアやアフリカの何百万人もの人

が、日本の寛大な支援による恩恵を受けている。さらなる日本のリーダーシップとイニシアティブに

より、さらに何百万人もが支援を受けられる。本日、世界基金の活動を支援し、より多くの日本の公

益団体や民間企業、市民団体がその活動への認識を高め、積極的に参加していくことを目指した　

「世界基金支援日本委員会」が発足することとなった。山本正氏に心からお祝い申し上げる。

しかしながら、これらの問題はお金だけでは解決できまない。我々は何ができるのか。もし個人

的に協力してくださるのであれば、世界基金支援日本委員会のメンバーになり、私達の活動に理解

を示して頂きたい。もし、企業を代表していらっしゃるのであれば、本日トレバー・ニールソン氏が代

表で出席しているが、リチャード・ホルブルック氏の率いるHIV/エイズ世界経済人会議（GBC）に

加盟して頂きたい。残念ながら、GBCにはまだ日本の企業は参加していない。我々には、日本の皆
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様の助けが必要である。皆様の専門知識とこの地域での経験と見識がアジアにおけるHIV/エイズ

との闘いにおいては不可欠である。この闘いは長期にわたる取り組みが必要である。我々は取り組

みを支える皆様からの支援を必要としている。そして今後も日本政府が引き続き世界基金やHIV/

エイズ、マラリア、結核における二国間の取り組みにご尽力されることお願いする。

過去にも日本とアメリカは共に危機や侵略に立ち向かってきた。そして、必要としている人々に手

を差し延べ、希望を与えてきた。今また、感染症との闘いは日米共同での取り組み、強い絆で結ば

れたパートナーシップを発揮する機会を与えている。

人の命を救うために、その人と同じ信仰を持つ必要はない。病に伏す人を助けるためには同じ言

葉を話す必要もない。新鮮な水を与えるに当たってその土地の文化を理解する必要もない。しか

し、世界の中で自分が置かれている立場を認識し、同じ町に住む人であろうと海を隔てた国の人で

あろうと、隣人へ愛の手を差し出す責任を理解する必要はある。

皆さん、日本と米国は特別大きな力を持っており、世界のためにその力を合わせることを求められ

ている。この機会を逃さず、力を合わせましょう。
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第1セッション

感染症がもたらす人間の安全保障への影響

概要

人間の安全保障とは、人々が自分の尊厳や生活、健康に重大な脅威を感じることなく生活を営

むことができる状態といえる。HIV/エイズ、結核、マラリアなどの感染症は、アジアが直面している

人間の安全保障上の最も深刻な脅威の一つとなっている。第1セッションでは、この三大感染症と

第一線で闘かっている3名のパネリストから、その脅威について報告を受けた。その後参加者らと、

感染症が与える影響、アジアや世界がなすべき感染症対策について議論を交わした。特に政治

的、社会的関与、感染症との闘いにおいて必要な新しいリソースの確保に焦点が当てられた。

始めに、ビル＆メリンダ・ゲイツ財団のヘレン・ゲイル氏（HIV・結核・性と生殖に関するプログラ

ムディレクター）が健康と開発の密接な関係を強調し、公共衛生の向上がいかに人間の安全保障

の向上につながるか述べた。続いてナフィス・サディク氏（国連アジア太平洋HIV/エイズ特別大

使、前国連人口基金事務局長）が、貧困と健康の相互関係について語り、特にエイズとの闘いにお

ける女性特有の脆弱性と貢献の潜在的可能性について指摘した。その後、上原鳴夫氏（東北大学

大学院医学系研究科教授）が、人間の安全保障を脅かす根本的原因を列挙し、感染症の脅威に

さらされている個人や地域社会の真のニーズを正しく理解する必要性を説いた。

パネリストとの講演と参加者との議論における論点を以下にまとめる。

保健と人間の安全保障

第1セッションではまず、保健が人間の安全保障を強化する手段であるとの検討がなされた。人

間の安全保障とは、簡単な概念でありながら、実現は困難である。世界中の人が最も基本的な人

権やサービスを平等に得る状態には、ほど遠いのが現状である。

公衆衛生は、人間の安全保障の議論には欠かせないという点において、パネリストの意見は一

致した。人間の安全保障を脅かす原因は複雑で理解できない場合が多いが、それらは何らかの形
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で予防可能な死や苦しみ、障害と関係があると捉えることができる。人間の安全保障の欠如は災

害や内乱、個人やコミュニティの脆弱性から引き起こされる場合もある。また、社会システムの機能

や、より良いガバナンスの必要性とも関連している。これらの要因が、各々に人間の安全保障の欠如

と因果関係があるわけではなく、むしろ、複雑に絡み合っているとの認識を持つ必要がある。そし

て、これらの要因の相互関連性を理解した上での学際的、多面的なアプローチを取ることが必要で

ある。

特に感染症は途上国における主要な死因の一つであり、特別な注意を払うべきである。例えば、

参加者の一人が行った調査では、途上国の感染症による死者の約80%は、適切な治療や保健医

療制度の整備で救われたはずだとしている。

近年の保健動向を見ると、アジアやその他の地域で、人間の安全保障は大きな危機に直面して

いる。アジアのHIV感染者及びエイズ患者は700万人を越えており、毎年100万人の新規感染者が

報告されている。特に中国の状況は深刻である。現時点での感染者数はそれ程の数ではないもの

の、2010年には中国内だけで1,000万人になると推定される。UNAIDS（国連合同エイズ計画）に

よれば、アジアにおけるエイズ対策に必要とされる資金は、まもなくアフリカと同等の規模になると

いわれている。

参加者らはまた、結核やマラリアが人間の安全保障にもたらす脅威についても言及した。結核

は、他のどの感染症よりも青少年や若者を死に至らしめており、発症例の95%および死亡者数の

98%を占める途上国での打撃が一番大きい。特に感染率の高いとされる22カ国が世界の結核患

者の80%を占めており、それらの多くの国はアジアに位置している。

アジアにおける感染症との闘いは極度な貧困との闘いと密接に関連している。貧困は、HIVの

原因であり、結果である。アジアの多くの国々では、人口の大多数が法定貧困レベル以下の生活

を強いられている。貧困撲滅は非常に困難なことであるが、参加者より国連「ミレニアム開発目標

（MDGs）」は大きな第一歩であるとの指摘がなされた。同時に、2001年に世界の指導者達が

MDGsへの資金提供を約束したが、どれほどの積極的な関与がなされるのかは定かではないとの

指摘もなされた。

この様な観点から、健康の保持は世界規模の開発において大変重要であるとの指摘がなされ

た。より良い健康状態にあれば、経済活動の機会は増える。健康であれば、家で病に伏せっている
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こともなく、病気の親の面倒を看る必要もなく、子供達は学校に通い教育を受けることができる。

健康であれば子供たちの生存率も上がり、たくさんの子供を生まなくても安心して家族を維持でき

る分、一家庭の子供の数が減少し、人口増加を押さえる効用がある。

その反対に、適切に対処されない場合、病気が人間の安全保障や経済的安定、開発にもたらす

打撃は計り知れない。その一例が、エイズと食料確保である。子供を飢えから救うため、母親達は

しばしば売春に身を投じる。また貧困家庭の子どもは家族が食料を確保するのを助けるために学

校に通えなくなるのである。

ジェンダー・アプローチの重要性

パネリストたちは、保健と人間の安全保障におけるジェンダーの側面に特に焦点を当てた。まだ

エイズが流行しはじめたばかりの20年前、女性感染者はほとんど皆無であった。しかし、2003年

末には、南アジアや東南アジアでの感染者の35～40%が女性であり、アフリカにおいては初めて

男性感染者数を上回った。

これは、生物学的にも社会的にも女性の方が不利な立場に置かれているからである。生理学的

に女性の方がエイズやその他の性感染症に感染しやすい。一方で、女性は男性に比べると生殖器

からの感染もしやすいため、HIV感染の危険度が高いとされる。

男女差別の問題は、HIV/エイズ感染拡大に拍車をかけている。世界各地で、女性は法的保護

が標準を下回っていたり、経済活動の機会にも恵まれておらず、感染のリスクが高いとされている。

それに加え、保健医療を受ける機会も限られている。多くの社会において、「良い女性」とは、性に

ついては無知であり、性的関係において主導権を持たないとされている。たとえ性に関する知識を

持ち合わせていたとしても、女性の側から安全なセックスやコンドームの使用を提案することは難し

い。

HIVに感染した女性や女子への偏見は、男性感染者への偏見や差別よりもにひどいものであ

る。たとえ、夫がセックスワーカーや同性愛者から感染し、妻へ感染させたとしても、家族や世間一

般は、夫の死を妻の責任としかねない。パネリストの指摘のとおり、ほとんどの場合女性は夫以外

の男性と性的関係を持つことはないのである。南アジアで行われた調査によると、HIVに感染した
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女性の90～95%が一人の相手とのみ性的関係を持ったとしており、その相手は夫であると答えてい

る。インドのある州では、今や結婚がHIV感染のリスクを高める要因であるといわれている。なぜな

ら、年配の男性と見合い結婚した若い既婚女性の間での新規感染が増えているからである。

女性の感染リスクが高いことに加え、病気による負担は往々にして女性に押し付けられる点も、

強調された。最も貧しい地域の一番貧しい女性が、最も感染のリスクが高いことは明らかである。

だれかが病気にかかれば、その面倒をみるのは女性で、自分を犠牲にしてでも看病せざるをえな

い。HIV/エイズが女性に及ぼす影響は、子供達にも波及する。一般的に母親を亡くした幼子の死

亡率は高く、エイズ孤児の場合は偏見やその子供自身も感染している可能性があるため、死亡率は

さらに高くなる。また、病気の親が教育費を支払えなくなったり、家の手伝いが必要とされると真っ

先に学校に行けなくなるのは女子である。保健や教育分野における男女の不平等は貧困層ほど格

差が大きく、それも一番貧しい国や地域においてその格差は最大になるのである。

これらの理由から、パネリストは、女性特有の脆弱性やニーズを考慮した対策の必要性を説い

た。とりわけ、MDGsでは男女平等を目標達成ための鍵であるとしているにもかかわらず、アジア太

平洋諸国ではなぜ女性のエンパワーメントを経済発展政策よりはるかに低く位置付けているのか

疑問視された。アジア太平洋地域では、貧困に苦しむ女性は男性の数を上回り、その差は1998年

の経済危機以降広がる一方である。女性のエンパワーメントは基本的人権においてなされるべきこ

とである。しかしながらあまりにも多くの女性がそのような扱いを受けていない。一方で適切な投資

により、女性は主要なリソースとなり得る。要するに、女性への投資こそが今必要とされていること

なのである。

課題への挑戦

感染症が人間の安全保障に与える脅威はあまりにも巨大ではあるが、少しは楽観的になれる根

拠も生まれてきているとの指摘もなされた。ここ数年の間に世界の保健衛生を向上する努力は目覚

ましい進歩を遂げている。そして現在、国際社会は、今だかつてないほど積極的にHIVやその他の

感染症との闘いに取り組み始めているようである。

もちろん、今ある手段だけでもより多くのことが実現可能であるとされた。HIV感染を助長する性
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感染症は治療可能であり、少額で母子感染を防ぐ薬を手に入れることもできる。一年分のコンドー

ムにかかる費用は14米ドルもしないのである。同様に、マラリアは簡単で安価な蚊帳を使うだけで

大幅に感染率を減少できる。結核治療6カ月分の費用はわずか20米ドルである。子供のための結

核予防薬のセットは約30米ドルもあれば足りる。

リソースを正しく活用すれば成果は得られる。例えば、素晴らしい協力と取り組みにより、ネパー

ルではこの5年間で結核による死亡は半減したし、ベトナムでは防虫加工の蚊帳使用で過去5年間

のマラリアの死亡率を97%も減少できた。

しかし、同時に現時点の資金では不十分であり、感染症対策のためにはより多くの資金が不可欠

との意見に同意が示された。加えてその資金は他の保健分野の投資から移されるのではなく、新

しい財源が必要である。また、現時点では、世界の人口の60%がアジアに住んでいるにもかかわら

ず、アジア太平洋地域には十分な配慮がなされていないのが現状であるとの指摘がなされた。

パネリストは、ここ数年のさまざまな活発な動きについて触れた。世界エイズ・結核・マラリア対

策基金の設立、ブッシュ大統領の緊急エイズ・プラン（大統領エイズ救済緊急計画：PEPFAR）の

発表、国連ミレニアム基金、世界保健機関（WHO）の3 by 5イニシアティブによる抗HIV治療薬の

飛躍的な普及などが挙げられる。国際社会による支援はWHOの「マクロ経済と保健委員会」が発

表した必要予想額にほぼ達しつつある。約200億米ドルの資金拠出の見込みが立っており、目標額

はほぼ達成可能といわれている。しかし何百万人もの命を救うためには、新しい財源を、それも相当

額の財源を至急確保する必要がある。

しかしながら、資金確保は感染症との闘いの一部分でしかない。効果的な対策を講じるには、

まず感染症を理解する必要がある。人間の安全保障上の感染症と保健の影響を真に理解すること

を妨げている障害は、十分な知識とデータの欠如、ならびに国また地域ごとにデータが不統一であ

ることである。まずは、より多くの調査、人間の安全保障に関わる疫学の質の高いデータ収集を行

い、より効果的に知識や研究結果を共有することが重要である。

参加者より、途上国の重病患者の86%が自宅で亡くなり、わずか10%が医療施設で息をひきと

っているとの研究結果が報告された。また、この重病患者の内、地理的条件が理由ではなく、約

60%の人が公共または私立の医療機関で治療を受けたり、相談などの医療サービスを受けずに死

亡している。この現状は、公共医療制度の充実をはかるだけでは感染症対策とならないことを物語
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っている。社会的に弱い立場にある人々の真のニーズの再認識とそのニーズに応えるために必要な

最も効果的な手段を新たに考えることが重要である。

パネリストはまた、HIV/エイズの流行との闘いには多面的なアプローチが必要であることを議論

した。参加者からは、薬物常用者、同性愛者、セックスワーカーとその客など、感染リスクが高いとさ

れるグループに焦点を絞った教育、予防プログラムの必要性が指摘された。アジアの多くの地域で

は、HIV/エイズの流行はまだ特定グループに限られているため、焦点を絞った対策が大変効果的

であることが実証されているとの説明がなされた。また、彼等はこれらプログラムを成功に導く重要

な役割を果たしており、単に予防・支援プログラムの受益者と見なされるべきではないとの指摘が

なされた。その一例として、 HIV/エイズの予防や治療における専門的知識を有するHIV感染者・

エイズ患者の、HIV/エイズに関わる事業への参画を最大限保証することを求めた概念GIPA（ジー

パ：Great Involvement of People Living with HIV/AIDS）が挙げられ、この概念はまだあまり

活用されていないが、大変効果的なリソースであると紹介された。

また、まだ感染が拡大していないが、感染リスクの高いグループ、特に若者への教育と予防の重

要性が強調された。エイズ教育を学校教育の枠内で実施するべきであるとされた。新規感染者の

約半数以上が24歳以下の若者であることから、いかなる予防キャンペーンにおいても若者への呼び

かけは不可欠である。教育はエイズなどの感染症拡大と深い関わりのある貧困の撲滅においても

不可欠である。

一方で、若者など感染リスクの高いグループに働きかけるために、感染のリスクはないが、彼等へ

の高い影響力を有する人に焦点を当てる手段も紹介された。例えば、予防や治療の選択を決める

立場にある家族の中心人物である祖父母に焦点を当てることも効果的な手段かもしれない。コミュ

ニティごとのアプローチの重要性も指摘された。このアプローチにより、コミュニティの有力な意志

決定者を巻き込むだけでなく、まだ目に見えてはいないが、予防が必要な人々にも働きかけること

ができるかもしれないからである。

感染の危険をもたらしているさまざまな要因に対して最適な対策を行うためには、HIV/エイズを

単に保健問題として捉えるのではなく、多セクターにわたる課題として捉える必要があることをパネ

リストは指摘した。多くの参加者より、HIV/エイズとの闘いにおいて、中国やインド等の感染リスク

の高い国、ならびに日本などの資金提供国における国会議員のより積極的な関与を引き出す努力
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が呼びかけられた。アジアでの広範囲にわたる予防や治療政策の実施と感染拡大を絶つための資

金調達には、力強い政治的リーダーシップが不可欠との意見が述べられた。そして国家レベルの政

治指導者のみならず、地方自治体やNGOのより積極的な参加も重要であることが指摘された。

平和維持や戦争もまた、保健衛生に深刻な影響を及ぼす人間の安全保障の一面として取り上げ

られた。紛争下では、保健医療制度は機能しなくなり、家庭や地域社会の関係は分断され、病気

の予防や治療は生き延びるための手段に取って代わられてしまう。平和維持活動そのものが保健

状態の悪化につながりかねない。平和維持部隊が、配置された紛争地域に病気を持ちこんだり、

持ち帰ることがないよう彼らの健康維持に注意しなければならない。この点はアジアにおいて特に

検討されるべきことである。アジアでは、国連平和維持部隊の派遣が最も多い5カ国のうち4カ国 

（インド、パキスタン、ネパール、バングラデッシュ）でHIV/エイズの流行が拡大している。

最後に、人間の安全保障上の課題へ対処するには、世界中の政府機関や団体のより密接な協力

が不可欠である点が繰り返し述べられた。国際機関や資金提供国は、あらゆる手段を駆使して、

活動の重複を避けるようにしているが、各国にはあまりにも多くのアクターがこの分野で活動してお

り、調整メカニズムをさらに充実させる必要がある。とりわけ、日本のHIV/エイズ対策において、今

まで個別、独立して取り組まれたてきた国内と国外政策を協調させる必要性が指摘された。
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第２セッション

感染症がもたらす人間の安全保障への脅威に対する先進的な対策の事例

概要

他の人間の安全保障上の課題と同様、HIV/エイズとの闘いにおいては、先駆的な多セクターに

よる、また総合的な対応が求められる。第2セッションではこの点に焦点を当てた議論がなされた。

そして、アジア地域そして世界中で感染が拡大しているHIV/エイズに対して効率的な対策を行う上

で、社会が一丸となって取り組む必要性が唱えられた。

始めにマリナ・マハティール氏（マレーシア・エイズ評議会会長）が、いかにHIV/エイズに対する

偏見が、マレーシア、アジア地域におけるHIV/エイズへの取り組みを阻んでいるかについて述べた。

アジアで強く求められている広範囲での予防を遂行するには、政府関係者、宗教家、NGOの協力

が肝要であると説いた。続いてトレバー・ニールソン氏（HIVエイズ世界経済人会議（GBC）専務

理事）が、HIV/エイズ対策への企業による貢献の可能性を列挙し、なぜ世界中の企業がHIV/エ

イズとの闘いに全面的に関与すべきか理由を挙げた。そして日本の企業がGBCのメンバーに加わる

ことを薦めた。さらに、モリー・シールズ・ウーリン氏（国際エイズワクチン推進構想（IAVI）副理事

長）が、現代の主要感染症を根絶するために、予防ワクチンの開発と普及がどれほど重要かを強調

した。そしてセクター間の協力関係の下、HIV/エイズに先駆的な取り組みをしている組織の一つとし

て、IAVIの活動を紹介した。

パネリストの講演と参加者からの発言の論点は以下のとおりである。

偏見と差別との闘い

パネリストからの指摘のとおり、HIV/エイズに対する偏見と差別は、人間の安全保障において個

人レベル、国家レベルでも影響を及ぼしている。個人レベルでは、感染者自身に自分を恥ずべき存

在と思わせ、マクロレベルでは、HIV/エイズへの対応のあり方を形作っている。HIV/エイズに効果

的に対応するには、偏見と差別を克服しなければならない。正しい知識と教育なしには、克服はで
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きないのである。

その一例として偏見と差別は、HIV予防の取り組みにも悪影響を及ぼす。誤解を招くことを恐

れ、HIV検査の受診を避ける人がいる。特に女性は、セックスワーカーとHIVを関連づける固定観

念から敬遠する。偏見と差別はまた、エイズ孤児にも影響を及ぼす。支援を求めるには親の死因を

公表することが求められるが、彼らは偏見や差別を恐れ、親の死因を公表することを避けるため、

支援の道が閉ざされてしまう。例えば、国連エイズ合同計画（UNAIDS）によるとマレーシアには

14,000人のエイズ孤児がいると推定されるが、実際に把握されているのは300人たらずである。多

くの子供達は、孤児になった理由を公表したくないため、政府機関へ出向くことを躊躇する。そのた

め、学校へ行く機会を失い、教育への援助も受けられない。その結果、多くの若者が働くための能

力を身につけることなく、将来への展望も持てないままに、不安定な状況に陥り、さらには安全保障

の問題へと発展しかねない状況にある。

パネリストによると、偏見と差別がもたらす影響の一例が、薬物常用者の間でのHIV/エイズの蔓

延に対する政府の対応のあり方である。静脈注射による麻薬の常用は世界の多くの国で、HIV/エ

イズに対して多大な影響をもたらしている。中国新疆ウイグル自治区においては、静脈注射薬常用

者の間でのHIV感染率が驚くほど高い。インドのマニプールの静脈注射薬常用者の間での感染率

は60～75%である。マレーシアではHIV感染者、エイズ患者の72%が静脈注射薬常用者とされて

いる。

またパネリストは、感染の拡大率を考えると、HIV/エイズへの取り組みはまだ不十分であると述

べた。マレーシアを例に取ると、静脈注射薬常用者が感染者の72%を占めているにもかかわらず、

彼等を対象としたプログラムには、エイズ関連予算のわずか4%しか充てられていない。これは、麻

薬問題を公衆衛生上の問題ではなく、犯罪であると捉えていることを意味している。その上、薬物

常用者は社会や国の発展に貢献する者ではないと見なされているため、多くの人が彼等への支援

を考慮する理由を理解できない。

政府が、麻薬常用者の間でのHIV感染を公衆衛生上の問題として取り上げている場合には、成

功が見られる。例えば、ハーム・リダクション1・プログラムは、薬物常用者のHIV感染予防に効果的

である。ハーム・リダクション・プログラムとは、単に注射針の交換を促すことであると思われがちで

あるが、実際には、麻薬使用者を保健所へ行くように導き、薬物使用量の軽減もしくは注射針の
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共有を止めること、ひいては、薬物依存からの完全な脱却を説得するなど、広範囲にわたる取り組

みである。全体的に見ると、ハーム・リダクション・プログラムは実際に薬物使用量の軽減につなが

っている。また、ハーム・リダクション・プログラムは現に犯罪率を低下させているとの調査結果が

出ているが、長年、薬物使用を犯罪として捉えてきた麻薬反対の立場にある政府機関にとって、こ

の様なより人道的プログラムは受け入れがたいものである。この点を考慮し、多くの海外開発援助

機関が、静脈注射薬常用者を対象としたハーム・リダクション・プログラムへの支援は行っていない

ことが指摘された。そして政策立案者にこの現状の改善を求めるために、ハーム・リダクション・プ

ログラムの効果を実証する研究がより多く実施されることが提案された。

パネリストは、残念ながら薬物使用への現在の対処のあり方は偏見によるものであるだけでな

く、さらに偏見と差別を助長するものであると指摘した。マレーシアでは、HIV/エイズの統計のほと

んどは政府の薬物依存者のためのリハビリセンターでの強制検査の結果から得られる。このため、

薬物常用者のみがHIVに感染するとの印象を与え、指導者は薬物使用の現状を批判し、他の感染

ルートを無視してしまう。そして、麻薬を使用しない人、薬物使用者のパートナーや配偶者をHIV/

エイズに対して無関心にさせてしまっている。

根本的には偏見は恐怖心から起こり、恐怖心は知識によって取り除くことができる。このことは明

らかであるにもかかわらず、社会の多くの人々が未だ適切なエイズ教育を受けていない。女性、社

会的に弱い立場にある人々、感染のリスクが高い人々に対してより効果的な教育が必要であるが、

同じく重要なのが、政治指導者や政策立案者への教育である。

多セクター間の協力の必要性

偏見と差別の根絶のためだけでなく、HIV/エイズ、その他の感染症の感染拡大へ立ち向かう全

ての場面において、社会のあらゆるセクターからの全面的な協力と積極的な支援を得ることが不可

欠である、との意見に満場一致した。

政治指導者：

世界中の国会議員に、HIV/エイズとの闘いへの参加を働きかけることが重要であるとされた。イン

ドをはじめ、すでに何カ国かでは、HIV/エイズのための議員連盟が結成され成功を収めつつある。
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しかしながら、国会議員や政治家への働きかけが行われているものの、彼らのHIV/エイズへの理

解をよりを高め、より積極的な貢献を促すこと、また時には、とにかく効果的な政策への反対を生ま

ないことが必要である。政治指導者の認識不足がいかに恐ろしいものであるか、その事例として、

文部大臣がエイズ問題を学童とは無関係として、何年もの間、学校教育においてエイズ教育が実施

されなかったことが紹介された。

宗教指導者：

パネリストは、特に文化的、宗教的観点からHIV/エイズへの偏見を助長しかねない宗教指導者へ

の働きかけの重要性も強調した。アジアの多くの地域で、宗教指導者は大変大きな影響力を持っ

ている。彼らの支持を得ることは、政治指導者がHIV感染予防に対しより積極的な手段に踏み切

る勇気を与えることにもつながる。バングラデシュやその他の地域で、予防活動における彼らの力は

大変重要である。一般論として、保守的な宗教指導者はHIV感染拡大防止に必要とされる政策の

多くに反対であると思われている。しかし、アジア地域で特にイスラム教徒への働きかけに携わっ

てきた参加者から、多くの宗教指導者は、自分達の地域にとって一番良いとされるものを望んでい

るだけであるが、彼ら自身が恐怖感を抱いているため、それを取り除くには正確な知識が必要であ

る、との意見が述べられた。そして宗教指導者に対しては、最初から取り組み全般に対して支援を

求めるよりも、彼等が客観的な知識の基礎を固められるように、HIV/エイズについての基本的な

事実を伝えることから始める方が効果的であるとの経験が述べられた。

メディア：

HIV/エイズに対しての意識喚起においてメディアの果たす役割は重要である。特に日本など未だ

関心が低い国では大きな役割を果たし得る。参加者の日本人ジャーナリストから、より多くHIV/エ

イズをメディアで取り上げるには、HIV/エイズと社会的、経済的問題との関連性をより明確に描き

だすことが最も効果的であると提案がなされた。例えばSARS（重症急性呼吸器症候群）が突然

中国全土で猛威を振るったとき、多くの日本人ビジネスマンやその家族は中国から引き上げ、現地

工場は閉鎖された。日本人の犠牲者は出なかったものの、メディアは大きく取り上げた。日本にとっ

て、関係国の公衆衛生上の問題は無視できないことであると思い知ったのである。同じく、中国で

のHIV/エイズ問題も日本に大きな影響を与えかねない脅威であるといえるだろう。
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労働組合：

多くの参加者から、職場でのHIV予防プログラムの実施おいては、労働組合の協力が大変効果的

であり、協力により新しい取り組みが可能になり得るということが言及された。その一例として、日本

の労働組合の傘下団体である日本労働組合総連合会（連合）が、海外の現地工場で職場でのエ

イズ対策の導入に取り組んでいることが報告された。例えば、ザンビアではアフリカの団体と協力し

て取り組んでいる。

軍隊：

軍隊もまたHIV/エイズとの闘いにおいて大きな役割を果たし得るセクターである。軍隊は特に

HIVに感染しやすいとされているが、感染率の高い地域で平和維持活動に従事しているバングラ

デシュやインド、パキスタンの兵士の間での感染率は大変低いとの発言がなされた。これらの軍隊

で実施されている効果的な感染予防の手法は、一般市民への予防啓発にも応用できるのではない

か、と提案された。

刑務所：

刑務所はしばしばHIV/エイズの温床となっているにも関わらず、エイズ教育が見落とされがちな場

所の一つであるとされた。囚人への教育プログラムが実施されれば大きな効果を挙げるのではな

いかとの提案があった。多くの場合、非感染者が、たとえ軽い罪状とはいえ、投獄されると感染して

しまうということがある。HIV/エイズ政策は、どの国においても保健省の管轄であるが、保健省が

刑務所関係者と協力しあうことは稀なため、エイズ教育が刑務所施設にまで浸透することはまずな

い。その結果、感染した囚人は、治療の必要性や、予防手段などを全く知らないままに社会復帰し

ているのが現状である。

企業の果たす重要な役割

HIV/エイズとの闘いにおいて経済界の役割は特に重要である。企業は様々な貢献を成しえ、経

済界のより積極的な関与を促すために、より一層の努力を払うべきであるとの意見がパネリストや

参加者から強調された。
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企業の重要な役割に関する議論では、まずなぜ企業がHIV/エイズとのグローバルな闘いに加わ

る必要があるのかに焦点が当てられた。最大理由は自らの利益のためである。企業の利益、生産

性、モラルのどれもが、HIV/エイズによって劇的な影響を受けるからである。企業は、積極的な予

防や検査、治療を行い従業員とその家族の健康を守らなければならない。これは、HIV感染率が

高いといわれている国だけでなく、どの国でも導入されるべきプログラムである。

エイズは世界中の市場を破壊しつつあり、多くの企業の顧客基盤、生産基盤にも影響を与えてい

る。ボツワナや南アフリカでは、HIV感染率が20%を超えるとGDP が年に1ポイントずつ降下する

現象が認められる。毎年1ポイントずつ降下すると、やがて一国の経済回復は非常に困難になる。エ

イズがもたらす経済的影響、特にミクロ経済についての影響に関してより深い研究がなされるべき

である。それにより、企業は自分たちのビジネスにもたらす影響についてより良く理解することがで

きるであろう。

企業がHIV/エイズの問題に関与すべき第二の理由は、企業は社会のリーダー的存在であるとい

うことである。エイズがもたらす危機は、政府のみ、あるいは政府とNGOのパートナーシップだけ

では対処しきれない。選挙によって当選した議員は財界指導者の言うことに従う場合が多い。エイ

ズ活動家らが米国大統領にエイズに対して何とかしてくれるよう頼むよりも、石油会社の重役が一

丸となって請願した方が、国家の首脳は耳を貸すだろう。

企業の社会的責任の成功を測るボトムラインは3つあるといわれている。まずは利益。次に雇用

者が企業の方向性についてどう思っているか。そして、3つ目が社会問題に対する取り組みである。

企業ガバナンスがさまざまなスキャンダルにさらされている今、消費者は企業の社会での取り組み

により注目するであろう。

企業がエイズとの闘いに参加すべき第三の理由は、HIV/エイズは地域や国家の安全保障と関

連しているということである。米国中央情報局（CIA）の推計では、世界の軍隊の内、3～10の軍隊

は40~60%のHIV感染率に苦しめられているといわれている。この数値は、軍事力を不安定なもの

とし、機敏性や志気を低下させている。不法移民の問題もエイズと関連性がある。政府の力が弱く

なり、自然資源が底を尽き、安定した食料の保障がなくなると、人はどこか別の場所を求めて移動

する。そして生産性やGDPが落ち、税収入が下がると政府の統治力はさらに弱まる。これが悪循環

の始まりとなり、国際社会からはHIVにより衰退した国家と見なされるようになる。エイズはまた、
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世界中の多くの人から生き甲斐を奪い、何も失うものはないという窮地の状態に追い込んでいる、

と指摘された。そのため、エイズは世界の貧困層における過激主義の高揚と関連しており、テロリズ

ムの影響を受けている人にとって不安要因となる、と指摘された。

最後に、企業は人道的な理由からもHIV/エイズとの闘いに参加すべきであるとの意見が強調さ

れた。HIV/エイズは、今だかつてない苦しみを人々に与えており、企業は地球市民として、また社会

の一員としてこの問題に対処する責任を持っているのである。

参加者たちが指摘するように、アドボカシー・グループとNGOは、企業をただ非難するよりも、

HIV/エイズに立ち向かうように彼等を勇気づける方が効果的である。日本や他国においても、初め

から資金援助を求めることを目的にするのではなく、企業内部におけるHIV/エイズ対策やエイズ教

育の実施など、労働の場での感染を防ぐ取り組みに、企業の参加を求めることから始めることが最

も効果的である。この点に関して、日本の企業関係者より賛同が示された。日本でも多くの企業が

何らかのHIV政策ガイドラインを導入することに関心を示しているが、真の課題は企業にHIV対策

への関心を持ち続けてもらうことにあるとした。また、これまで日本企業は、海外拠点での現地従

業員へエイズ教育を行うという視点は欠けており、全体の管理体制から見直す必要があることを訴

えた。

画期的なパートナーシップ：ワクチン開発

最後に、議論はHIV/エイズがもたらす影響と対策のみならず、将来的には解決となり得る方策へ

と転じた。近代における主要な感染症は、予防ワクチンの開発と普及により克服されてきた。エイズ

撲滅の唯一の手段も予防ワクチンである。そのためにもワクチン開発の画期的な方法を模索する必

要がある。

エイズワクチン開発に創造的なアプローチが特に重要なのは、この分野でのこれまでの商業的

失敗に起因する。感染症の力学から、民間企業はエイズワクチン開発へ投資する動機を十分に持

っていない。公的機関は、調査研究への財政支援には優れているが、ワクチン開発に関しては国内

の取り組みに留まっている。その一方で、国連機関は重要な役割を担っているものの、多くのパート

ナーと共に迅速に対応する柔軟性に欠ける。
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これらの諸問題に加え、エイズワクチン研究と普及には大きな財政的課題がある。製薬会社によ

れば、一般的な新薬の開発から治験までは約8億5,000米ドルを要するとされる。ワクチン開発は

さらに高額な費用を要する。2002年のエイズワクチン研究費用には約5億5,000米ドルが費やさ

れた。2005年には7億5,000米ドルに上ると予測されている。しかしながら、エイズワクチンの研究

開発費は、世界の保健分野研究費用全体の約1%にも満たない。またその額は世界全体でエイズ

に関連して支出される金額の数パーセントにしか値しない。

現在開発されているワクチンの中では、タイのカナリア痘瘡ワクチンが3回目かつ最終の臨床試

験の段階に入っており、その他に二つの候補ワクチンが同じ段階に達しつつある。しかし、これらの

ワクチンが治験を経て、使用許可を得るのは2008年～2010年頃と予測されている。また、ワクチ

ンの流通においても、さまざまな問題があると説明された。重複が多いのに加え、一つの手法にこ

だわりすぎている点や作業の進展が遅い点等が参加者から挙げられた。パネリストは、エイズワク

チン研究には目覚ましい進展もあるものの、ワクチン開発を成功に導くだけの、政治的イニシアティ

ブ、資源、仕組みが不足していることに強い懸念を示した。

1996年に設立されたNGOである国際エイズワクチン推進構想（IAVI）は、エイズワクチン開発

における多くの課題に取り組むために多分野にわたるパートナーシップを築き、独創的な活動を展

開している組織として取り上げられた。設立当時、IAVIはワクチン研究開発を行いやすい環境を整

備することを政府機関に働きかけるアドボカシー団体であったが、数年後には自らも研究開発に取

り組むようになった。

IAVIは数多くの組織との協力の下に活動を展開しており、北で開発、研究を行い、それを南の問

題解決に応用することで、「南北格差」の解決にも努めている。IAVIは、途上国での使用を実現す

るためのエイズワクチン開発の促進、ワクチンを最も必要としている人々の手元にワクチンを確実に

届けることを使命としている。通常、ワクチンが先進国で利用され始め、その他の国々に普及するま

でに、10年～20年の時差が生じている。IAVIはこの時差をなくし、先進国と途上国で同時にワク

チンが利用されるようになることを目標としている。

IAVIのHIV/エイズに対する長期的な取り組みにおいて、政策やアドボカシー活動は重要であ

る。IAVIが進める「ワクチン受け入れ体制整備」とは、政治家との協力関係を築き、マスコミの理解

を得て、患者からの聞き取り調査を行い、自発的カウンセリング・検査プログラムを開発することで
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ある。そしてこれらの取り組みは、政策、特にG8、経済協力開発機構（OECD）諸国の政策におい

て、ワクチン開発およびHIV/エイズの影響がより重視されるようになることを目指した、壮大な取り

組みへとつながっている。

IAVIが推進する治療や予防の手段のほとんどは、途上国での治験の為の準備と同じである。ま

ず医療体制を整えることから始め、現地人への研修、啓蒙活動そして自発的カウンセリング・検査

を実施する。IAVIの活動とこれら治験のための活動は重複している部分も多いため、財源を最大

限有効に活用するためにも、重複している活動はワクチン関連活動に組み込まれるべきである。ア

ドボカシー活動の一方で、ワクチン開発のためには研究、さらなる民間投資への働きかけが必要と

される。IAVIはワクチンが開発された折には、最も感染率が高い地域に、初めから、そして確実に

ワクチンを普及させたいと考えている。

〔注〕

1薬物使用の是非を問うたり、薬物使用からの脱却を唯一の目的とするのではなく、薬物使用に伴って起こり得る被害（ハー

ム）としてHIV感染を捉え、この被害を最小限に留めることを目的とした考え方。
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第3セッション

感染症がもたらす人間の安全保障への脅威に対する 
地域的およびグローバルな取り組み

概要

エイズの流行はあまりにも大規模であるため、流行に立ち向かうには広範囲にわたる新しい対応

と協力関係を築く必要がある。第3セッションでは、多セクターにわたる優れた協調関係と、その活

動を支える十分な資金なくしては、HIV/エイズやその他の感染症の拡大に効果的な対応は成し得

ない、ということが強調された。

パネリストの発表では、尾身茂氏（国際保健機関（WHO）西太平洋地域事務局長）がアジア地

域において拡大する感染症への対応に関して、近年の経験に基づいて報告し、またアジアが直面し

ている新たな課題を提示した。エレン・ロサール・ブラビエ氏（AIDES事務局長、世界エイズ・結核

・マラリア対策基金NGO代表理事）は、これらの課題に対処する際、シビル・ソサエティが果たす

役割の重要性を強調し、HIV/エイズの感染拡大をくい止める地域、国際的取り組みへのNGOの貢

献のあり方に焦点を当てた。クリストフ・ベン氏（世界エイズ・結核・マラリア対策基金渉外ディレク

ター）は、HIV/エイズやその他の感染症が人間の安全保障に与える影響の大きさから、効果的な

国際的対応には世界エイズ・結核・マラリア対策基金（世界基金）が中心的役割を求められている

とした。

パネリストと参加者からの問題提起による報告と討論で取り上げられた論点を以下にまとめる。

地域における最近の成功例と新しい課題

アジア地域でのHIV/エイズ対策にまつわる成功例からいくつかの貴重な教訓が得られた。その

一例として、カンボジアやタイでのセックス・ワーカーなど感染のリスクが高い、社会的に弱い立場

にある人々を対象としたプログラムが紹介された。この2か国では、1994年、95年に感染率がピー

クに達したがその後徐々に減少している。それにはいくつかの主要因がある。第一に、両国ともに、
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指導者による積極的な政治的関与があったことである。第二に、政府がこの問題に正面から取り

組む姿勢を明らかにしたこと。第三には、厚生省のみならず、文部省やその他の省庁も巻き込み、

NGO、宗教組織、民間セクター、軍隊等、セクターを越えた取り組みがなされたことである。第四

に、「コンドーム100%使用」をスローガンに、非常に徹底したアウトリーチ活動を実行したことにあ

る。

しかしながら、パネリストは地域での現状が全てバラ色というわけではない点も補足した。最近

になって様々な感染症が新たに、あるいは再度世界中で流行の兆しを見せている。平均すると一年

に一つの新疾病が発見されている。これは、グローバル化による人や物の大移動、急激な都市化、

森林伐採と関係する。その上、国際社会は基礎医療や公共医療を軽視し、高度先進医療を重視

し、抗生物質の大量使用に頼ったため、保健システムが破綻しているとの指摘がなされた。

アジア諸国の中でも、マレーシアやベトナムでは、静脈注射薬常用者の間で、HIV感染率は上昇

し続けている。パネリストは、政府がこれらの薬物依存者を犯罪者と見なす傾向があり、彼らへの

偏見を助長し、彼らの問題に正面から取り組むことへの躊躇を増長している、と指摘した。当然の

結果として、適切な介入をするための情報もなければ、他で効果を挙げている対策も施すことがで

きない状態にある。

また、エイズ発症件数が増加しているにもかかわらず、抗レトロウィルス薬治療へのアクセスは非

常に限られている。中国では、63,000人が治療薬を必要としているが、その1割程度しか入手でき

ていない。カンボジアでも13,000人の患者に対し、わずか2,000人にしか薬は処方されていない。

これは単なる薬価の問題ではなく、多くの国における保健医療設備の不備によるものであり、治療

を的確にモニターすることを困難にしている。その他にも、薬のアクセスに制限がある際の患者の優

先順位や、薬の耐性をいかに防ぐかなど、治療実施にあたっても問題は山積みしている。

究極的には、国際的な公衆衛生問題は、もはや開発協力分野のみの問題ではないとの指摘がな

された。政治指導者は、世界の公衆衛生を分野横断的な開発、安全保障、外交政策における問題

と捉え、取り組んでいく時期にきている。

WHOの「マクロ経済と保健委員会」の調査結果によれば、多くの国において、より積極的な保

健への投資は効果が期待でき、その効果の大きさは投資額を超えるものであるとされている。例え

ば、この調査で、マラリアが流行している国では、流行していない国と比べると年間経済成長率が



48

1.3%下がるという調査結果がある。HIV/エイズに関しても同様の調査が実施されている。今まで、

HIV/エイズが経済に及ぼす影響があまりにも過小評価されてきたことが指摘されている。

米国国家情報会議（NIC）の2002年報告書では、感染症がもたらす人間の安全保障上のもう一

つの課題が指摘されている。本報告書ではHIV感染の新たな波に注目している。特に非常に人口

の多いナイジェリア、エチオピア、ロシア、インド、中国の5ヶ国では、何百、何千万人もの新たな感染

者が生まれると警告している。これらの国は人口が多いだけでなく、地域的、国際的な役割を担う

国であるため、これらの国が不安定になることは世界的に大きな影響を生む。

保健は国家、国際安全保障と相互に関連しているため、貧困に苦しむ国々での悲惨な保健衛生

状態を、保健、開発援助機関のみが対処すべき問題と片付けてしまうわけにはいかなくなる。途上

国での保健衛生の向上は、先進国の利益のためでもある。貧困国の保健への投資を怠ることは、

先進国のリスクとなり得るのである。

効果的な地域的・国際的対応の主な要素

第3セッションでは、協調・協力関係の果たす重要な役割が、主要テーマとして取り上げられた。

幅広い参加者から、パートナーシップによるネットワークこそが、HIV/エイズやその他の感染症問

題を抱える国々での国内支持を動員し、地域で一丸となった対応、グローバルなレベルでの取り組

みを進める上で必要不可欠である、との意見に同意が得られた。効果的な対策を行うためには、特

に感染拡大の被害の大きい国でもそうでない国においても、社会のあらゆるセクターからの参加に

よるパートナーシップが重要である。

また本セッションでは、日本社会のさまざまなセクターがいかにアジアにおける人間の安全保障

の前にたちはだかるHIV/エイズや他の感染症との闘いに貢献できるか、という議論が集中的にな

された。日本企業の貢献は、国内対策、国外対策においても大変限定的であるため、いかにして積

極的に地域や他のセクターとの協働関係が築けるかが論点となった。また、国内外のエイズ対策に

おける日本のNGOがなし得る重要な貢献の可能性について、繰り返し言及された。日本のNGOは

まだ比較的新しく、さまざまな組織的・経済的制約があるが、今後これらの団体が幅広く活躍する

ことに期待が寄せられた。ある参加者は「感染症、特にHIV/エイズに打ち勝つことができるとする
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なら、それはあらゆる専門家が協力し合い、お互いの意見を尊重し、それを共有し、議論し、正しい

決断がなされることによるものだろう。そしてその機会があると私は信じている。」と述べた。

効果的な地域的、国際的対策を実施する上でも、より強力な連携や協力関係の構築が重要な

要素である。政府の速やかな情報公開への姿勢は特に重要で、政策や戦略はその情報に基づ

いて立案されるべきである、との指摘がなされた。2003年に起こったSARS（重症急性呼吸器症

候群）の突然の流行は特に大きな教訓をもたらした。多大な社会的、経済的打撃をもたらした。

2002年11月にSARSの最初の症例が中国広東省で発見されたが、WHOに最初の症例として正式

に報告されたのは翌年2月であった。3月に全世界に警告が発さられたということは、発見から警告

まで4ヶ月を要したことになる。この間に、各国で感染が広がったのである。より適切な情報共有と

政府機関と国際機関との間でのより密接な連携の重要性を示している。

日本人参加者より、先進国も含め、国境を越えた協力関係を緊急に構築する必要性も指摘され

た。日本に不法滞在している外国人は、HIV/エイズ治療においては結核や他の病気と違い特別措

置がないため、HIVに感染した場合適切な治療を受けるのが極めて困難である。例え、彼等へ支

援が行き届くほど日本の保健医療制度が改善された場合でも、彼らが病気を抱えて母国へ帰国す

ることを考えると、彼等の母国の保健医療制度を向上させることが、同様に重要であると指摘され

た。

日本人の感染者からは、HIV治療を効果的に実施するためにも、アジアにおいて、治療に関する

正確な情報の入手、伝達が早急に必要であるとの発言がなされた。正しい情報と適切な準備こそ

効果的な治療には大切である。日本では、抗レトロウィルス薬治療を広く普及させようと急ぎ過ぎた

ことが、薬物耐性を引き起こした。アジアの他の国で、抗レトロウィルス薬治療が広く普及した際に

同じ過ちを繰り返さないために、英語だけでなく、アジアの様々な言語で情報交換を行うべきであ

る。国境を越えた人の移動、経済活動や相互依存が深まる中、アジア太平洋諸国が一堂に会し、

共通の課題や問題に関して議論する必要性が益々高まっているとの指摘がなされた。

アドボカシー活動においても、より良い協力・協調関係を築く必要性が強調された。HIV/エイズ

への効果的な取り組みに必要とされるリソースの動員、社会的な関与を促すには、アドボカシー・グ

ループの国際的なネットワークが必要であると指摘された。このネットワークには途上国でHIV/エ

イズに最も苦しんでいる国のNGOの参加を得ることが重要である。これらのネットワーク作りは始
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まったばかりだが、既にいくつかの成功も見られる。アドボカシー活動があったからこそ、世界基金

が生まれたのである。

HIV/エイズと他の感染症との闘いを支援するための資金拠出に対する幅広い参加と協力も、重

要な課題として提起された。効果的かつ安定的な資金確保には、平等な分担と関係者全員の参加

が不可欠であるとの意見に、全会一致の賛同が示された。すなわちHIV/エイズをはじめ感染症と

の闘いへの支援と資金援助は、真のグローバル・パートナーシップよってなされるべきである。人間

の安全保障に対する先駆的な取り組みと同様に、日本が地域、世界におけるHIV/エイズとの闘い

においても、さらなる資金援助と日本社会の様々なセクターからの全面的な協力を得ることに期待

が示された。

より多大な資金協力の必要性については参加者から「1̶1̶1」方式が提案された。この方式

は、アメリカ、ヨーロッパ、その他の国がそれぞれ世界基金へ毎年10億ドルずつ拠出することを求め

るものである。アメリカでは、そしてその他の国からの拠出金額が上がれば、アメリカも拠出額を自

動的に上乗せする法案が検討されている。感染症が優先課題ではない国は、この方式によって外

圧を利用することを不公平であると考えるかもしれないが、グローバルなレベルにおいて、広く平等

と責任分担の認識をもたらすには、効果的な方式である。

多様なセクターによる対応でのシビル・ソサエティの重要な役割

パネリストらは一様に感染症対策におけるNPO/NGOの役割を重要視した。NGO、特に草の根

レベルで活発な活動を展開しているNGOは高い専門性を備えつつあるが、その専門性が国内外の

政策の立案や実施において十分に発揮されていないと指摘された。日本を始め他の国々で、一般

市民の関心、HIV/エイズへの国内および国際的な対策における共通認識を高めるには、政府、民

間、マスコミ、NGOの間での協力が必要である。

途上国、先進国ともにシビル・ソサエティをより支援する環境を築く必要がある。途上国における

HIV/エイズ対策では、国内NGOが支援を必要としている人々へ迅速に対応する上で多くの重要な

貢献を果たしている。さらに、活発な非政府セクターの発展は、これらの国々の国内統治能力を高

め、ひいてはより迅速な対策の実施を可能にする。一方で、民間および公的な資金源が極端に限ら
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れている日本をはじめとする先進国において、NGOへの資金援助が拡大すれば、途上国NGOとの

経験を共有し、世界基金への拠出を含めたドナーの関与をより確かなものとすることができる。保

健省と外務省は、国内NGOと国際協力NGOとの協力関係強化を支援することで、HIV/エイズの

影響を大幅に緩和する非常に大切な役割を果たし得る。

そのためにも、NPO/NGO間の世界規模でのネットワークを構築することが重要であるとされ

た。世界規模のネットワークは、的確な情報交換を可能にし、途上国NGOの孤立を防ぐこととな

る。そして彼等はエンパワーされ、民主主義構築における重要な勢力となり得るのである。さらに、

より強力で信頼性の高い、責任感のあるNGOによって、HIVの感染拡大を防ぐ取り組みの効果と

主体性はより高められる。

世界エイズ・結核・マラリア対策基金

世界エイズ・結核・マラリア対策基金（世界基金）は、感染症の蔓延に国際的に対応して行く上

で中心的役割を果たすとして注目が集まった。2002年の設立は、無類の努力により成し遂げられ

た。それは世界が、感染症を単なる保健問題ではなく、人間の安全保障、社会的・経済的発展と深

く関係するものであるとの認識を持ったからこそ実現したのである。

世界基金は、ユニークで革新的な手法により、保健分野における国際的な資金調達を行ってい

る。世界基金は、政府、シビル・ソサエティ、HIV/エイズや結核、マラリアの感染者・患者を含む民

間セクターによるパートナーシップに基づくものである。世界基金は二国間、多国間での活動を展

開している保健分野関係機関と密接な協力関係の下、それらの組織にとって代わるのではなく、補

完関係を築きながら活動している。世界基金の唯一の目的は、三大感染症と闘うための新たな資

金を集め、拠出することにある。そのため、政策立案に関わったり、資金供与国に事務所を構えると

いったことなどは決して行わない。国の主体性を重要視しているため、一連のプロセスはそれぞれの

国の主導でなされるべきとの信念を貫いている。

世界基金は、それぞれの国の優先事項の判断はその国自身が行うのが最善であるとの信念を掲

げており、世界基金は追加資金の供与という任務に徹している。世界基金へ申請を希望する国は、

国別調整メカニズム（CCM: Country Coordinating Mechanism）という、各省庁やNGO代表、
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感染者を含む民間人を一同に集めるメカニズムを形成しなければならない。世界基金はまた、国家

レベルだけではなく、国際レベルでの参加を促している。申請書作成の段階においては、政府関係

者のみならず、NPO/NGOも加わる。また技術審査パネル（TRP: Technical Review Panel)には

途上国、先進国からの専門家を招いている。理事会はドナー国、受益国、NGOなどで構成されて

おり、平等な投票権が与えられている。

2002年の設立から、世界基金は約20億米ドルを121ヶ国のプログラムに拠出してきた。世界の

あらゆる地域におけるプログラムを支援しているが、その約5分の1は南アジアと東南アジアでのプ

ログラムに充当されている。莫大な資金供与により、パイロット・プロジェクトを国家規模の成功事

業に発展させている。例えば南太平洋の島々で実施しているマラリアのプログラムは、全人口への

支援を目指している。世界基金のアプローチは、何が成功するかを試すのではなく、すでに成功し

ている事業をより広く実施することを目指すものである。

世界基金は設立間もない組織であるため、いくつもの課題を抱えている。いくつかの国では、既

存の保健制度が不能なため、多額の資金を透明で責任ある形で活用できずにいる。もうひとつの

課題はCCMをいかに真の参加型にするかである。また、基金を本当の意味で、官民パートナーシッ

プにするためには、より積極的な民間セクターの参加が必要である。そして、協力・協調関係の構築

も課題である。ドナーとプログラムがあまりにも多く、それぞれが個別の規則の下でモニタリングや

報告義務を課すことについて、当然のことながら多くの国から不満が表明されている。

人間の安全保障の観点から、規模も重要である。世界基金は世界が保健問題を地球規模で捉

えることを可能にした唯一無二な存在と称された。貧困と病気、政治的安定の間の深い関係性は

無視できないものであり、既にHIV/エイズは多くの国、地域を不安定な状況に陥れている。現状の

悪化を防ぐためには、小規模ではなく、広く効果的な対応が求められている。それゆえに、HIV/エ

イズをはじめとした感染症の拡大による不朽の課題に立ち向かう上で、世界基金は中心的存在とい

えるのである。
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